2008年9月2日
 岐阜県知事　古田　肇様
　　                     　　　　放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜
　　　　　　　　　　　　 　　　　くらし　しぜん　いのち　岐阜県民ネットワーク

　　　　　　　　　　　　　　　　 埋めてはいけない！核のゴミ実行委員会・みずなみ

　     　　　　超深地層研究所の事業計画変更に関する質問書
　日夜、県民の幸せのためにご尽力いただき感謝します。
 北海道幌延町では、高レベル放射性廃棄物処分のPR施設として、国が地上と地下施設からなる「地層処分実規模設備整備事業（体感施設）」を建設します。　　　　　　

超深地層研究所（以下、「研究所」とします。）では地下500mと1000m付近に水平坑道を建設し、高レベル放射性廃棄物地層処分のための種々の研究を行うと、常々説明しています。
 ところが原子力機構が2008年8月28日に公表した「平成20年度　瑞浪超深地層研究所　事業計画の一部変更」は、地下300mから北方向に100mの水平坑道を急遽建設するというものです（資料①）。
　その目的は「湧水抑制対策技術の開発や長期にわたる地下水中の物質の移動に関する調査研究をさらに推進する」とあります。しかし原子力機構にとって、湧水抑制対策の必要は水平坑道よりも、立坑の亀裂からの湧水抑制対策です（資料②）。
　目的２として、国の「『特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針』の改定を踏まえ、国民との相互理解の促進」に貢献するとしています。しかしこれは何の目的で、何を設置しようとしているのか曖昧な説明です。後の変更の可能性の有無も不明です。わかるのは国民に見せるための100mのPR坑道を建設したいということだけです。
１．100mの坑道は高レベル放射性廃棄物処分のPR坑道で研究所の変質
　　事業計画の変更ではなく、協定に関わる問題としての検討が必要
　1995年12月28日の岐阜県、瑞浪市、土岐市、原子力機構による四者協定では研究施設と位置づけています（資料③）。
一方、原子力機構が変更の根拠とした「特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針」には、国、ＮＵＭＯ、電気事業者及び研究機関の役割として「特定放射性廃棄物の最終処分その他原子力に関する、広報の充実、強化及び必要かつ十分な情報公開に務めるものとする」（「第６　特定放射性廃棄物の最終処分に関する国民理解の増進のための施策に関する事項」）と明記されています。つまり100mの水平坑道で行う事業は広報（PR）です。研究施設としての研究所に、国の方針沿った広報（PR）施設としての役割を追加するもので、研究所の変質です。事業計画の一部変更で済ませる問題ではありません。今、これを単なる事業計画の変更として認めると、今後の国の方針変更などの際、研究所のさらなる変質を無条件に認めることになります。
  協定に定めのないことにつついては、知事が直接原子力機構から説明を聞き、認めない選択肢も含めて、慎重の上にも慎重に検討されるべきです。
 ２．県による放射性廃棄物処分場拒否条例は不可欠
研究所と同じ位置づけの研究施設がある北海道には拒否条例があります。それでも北海道新聞は2008年8月4日社説「核処分PR館 なぜ幌延につくるのか」で
	道外からの見学者の誘致や職員の定住などの経済効果が見込めると、国は説明している。だが､見学者の便利を考えるなら首都圏などにつくれば済む話だ。あえて幌延を選んだのは、ここを最終処分場にしたいという思いがあるからではないのか。そう受け止めざるをえない。


と国のPR館設置を憤ります（下線は提出者が付けました。）。北海道として当然の憤りです。そして幌延の国のPR館地下施設と研究所の100mの水平坑道は展示方法や展示テーマは違っても、同じPR施設です。私たちが強い不安を抱いて当然の事態です。
今回の問題は、研究所は国の方針によってその役割が追加され変質することを明らかにしました。
  古田知事は高レベル放射性廃棄物処分場を認めないと常々表明され、心強く思います。しかし処分場の第１段階は知事の意見を無視して進められることは高知県東洋町の事例で明らかになりました。
　私たちが2007年11月から2008年5月にかけて県内の42自治体を全て訪問し、岐阜県の特殊で危険な状況、国の方針など資料で説明し、高レベル放射性廃棄物処分場の受け入れ可否についてのアンケート調査を行い、全自治体の首長による回答を得ました。回答は公募に応募しない、国の申し入れにも応じないとありました（飛騨市長は住民の働きかけで応じないと表明）（資料④）。
研究所の問題表面化以来13年経っても、周辺の処分場への不安は解消されるどころか受入れは当然であるかのような社会状況が生まれつつあります。例えば、見学者から、地域住民とコミュニケーションをもち、この場所を埋設地にすればよい等の感想が出され、資源エネルギー庁のホームページにアップされています（資料⑤）。他県の報道機関から、東濃が処分場の本命だと再三言われます。訪問した自治体でも同様の発言がありました。
この上さらにPRのため100mの水平坑道を建設し、見学コースにされれば、見学者から瑞浪市や東濃地域に高レベル放射性廃棄物処分場を設置すればよいとの声がより高まることは必定です。受け入れないことを法的に確保するためにも、県民の安全・安心を大切にする県政の実現としても放射性廃棄物拒否条例は不可欠です。
３．資源エネルギー庁主催の見学会で研究所を処分場にすればよいとの声
　資源エネルギー庁主催の研究所見学会で、この場所を埋設地にすればよい等の感想が出されたことに疑問を持ち資源エネルギー庁に確認したところ、見学会で岐阜県や瑞浪市との約束文書は一切示さず、説明もしていないことがわかりました（資料⑥）。この対応はご都合主義で無責任です。説明しないことで、この地域を処分場にすればよいという意見が出ることを暗に望んでいるかのような対応です。こうした状況の中で、研究所に更なるPR坑道建設を認めると、瑞浪市や東濃地域を高レベル放射性廃棄物処分場にすればよいという社会的圧力を更に強めることになります。
　上記の状況から、以下質問します。

                              　　記
１．100mの水平坑道建設は、研究所に高レベル放射性廃棄物処分PRの役割を追加するもので、研究所の変質です。これを認めないでください。

２．変更の可能性ついて、いつどのような説明を受けましたか。

３．この間、変更理由とその内容など、どのように説明を受けましたか。
４．このことに関し国（資源エネルギー庁を含む）から説明や依頼がありましたか。
５．変更について得ている資料を情報提供してください。
６．県の判断を、いつ頃までに原子力機構に知らせる予定ですか。
７．100mの水平坑道で何を設置し、何を見せ、何を理解させることが目的であると説明しましたか。今後更なる変更はないのですか。幌延町に建設されるPR地下施設と同様の装置や機器等の設置はあり得ないことですか。
８．協定に定めのないことについては、知事が直接その目的、今後の変更の有無など説明等を受け、設置の可否を検討する必要があると考えますが、いかがでしょうか。

９．研究所を取り巻く上記の状況や、文献調査開始における知事の意見の位置づけなどから、放射性廃棄物拒否条例の制定は不可欠です。お考えをお示しください。
１０．国が岐阜県にした約束を、国の主催する高レベル放射性廃棄物地層処分説明会やワークショップなどで正確に説明することを、国に強く求めてください。
　【追記】1995年8月22日、私たちは、研究所建設計画を報道によって突然、知らされました。ところが県は国、原子力機構と十分に相談し、発表の翌日には協定を結ぶ予定でした。
今回も、今年度の事業計画説明時点で、岐阜県には変更の可能性を説明したと、原子力機構は言いました。13年前と同じ状況が繰り返されないことを強く願っています。
勝手ながら2008年9月19日までに質問項目ごとに回答され、下記に送付くださるようお願いします。
以上
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